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地方交付税
17 億 9522 万円（43.7％）

町税　
7 億 2404 万円（17.6％）

国・道支出金　
3 億 5106 万円（8.5％）

町債
5 億 4040 万円（13.2％）

繰入金
3 億 4015 万円（8.3％）

使用料、手数料など
3 億 5838 万円（8.7％）

地方交付税

町税

国・道支出金

町債

繰入金

その他

町
民
誰
も
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
町
づ
く
り
を
進
め
る
た
め

平
成
31
年
度
知
内
町
予
算

が
可
決
さ
れ
ま
し
た

　
町
議
会
第
１
回
定
例
会
で
可
決
さ
れ
た
本
年
度
の
一
般
会
計

当
初
予
算
は
、
前
年
度
の
当
初
予
算
と
比
較
し
て
２
４
７
５
万

円
減
の
41
億
９
２
５
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
本
年
度
の
予
算
の
使
い
道
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

平成 31 年度知内町予算

　
わ
が
国
の
経
済
は
、
雇
用
・
所
得
環

境
の
改
善
が
続
く
中
、
景
気
は
緩
や
か

に
回
復
し
て
い
く
こ
と
が
期
待
さ
れ
る

も
の
の
、
先
行
き
に
つ
い
て
は
海
外
経

済
の
不
確
実
性
に
留
意
す
る
必
要
が
あ

る
と
指
摘
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

そ
う
し
た
中
、
平
成
31
年
度
の
地
方
財

政
計
画
は
、
地
方
が
人
づ
く
り
革
命
の

実
現
や
地
方
創
生
の
推
進
、
防
災
・
減

災
対
策
等
に
取
り
組
み
つ
つ
、
安
定
期

的
に
財
政
運
営
を
行
う
こ
と
が
で
き
る

よ
う
、
一
般
財
源
総
額
を
確
保
す
る
こ

と
を
基
本
と
し
て
お
り
ま
す
が
、
地
方

税
に
つ
い
て
は
国
税
収
入
と
と
も
に
増

収
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
地
方
交

付
税
は
0.2
兆
円
増
額
、
臨
時
財
政
対
策

債
は
0.7
兆
円
減
額
と
な
っ
て
お
り
ま

す
。

　
一
方
、
当
町
の
財
政
は
、
歳
入
で
は

地
方
交
付
税
が
減
少
し
、
歳
出
に
お
い

て
は
社
会
保
障
関
係
経
費
や
公
共
施
設

の
維
持
管
理
経
費
の
負
担
が
増
加
を
続

け
て
い
ま
す
。
そ
う
し
た
状
況
に
お
け

る
一
般
財
源
の
不
足
に
対
応
す
る
た

め
、
平
成
25
年
度
よ
り
財
政
調
整
基
金

の
繰
り
入
れ
を
行
っ
て
き
ま
し
た
が
、

【歳入】
41 億 925 万円

一般会計予算
41 億 925 万円

予
算
編
成
の
基
本
的
な
考
え
方
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平成 31 年度知内町予算

普通建設事業費
5 億 6800 万円（13.8％）

物件費
7 億 3266 万円（17.8％）

補助費
6 億 2104 万円（15.1％）

公債費
6 億 7202 万円（16.4％）

人件費
8 億 1883 万円（19.9％）

繰出金
2 億 7463 万円（6.7％）

扶助費
2 億 7639 万円（6.7％）

その他
3169 万円（0.8％）

維持補修費
1 億 1399 万円（2.8％）

人件費

公債費

補助費

物件費

普通建設事業費

繰出金

扶助費

【歳出】
41 億 925 万円

財
政
調
整
基
金
の
残
高
は
平
成
30
年
度

末
で
約
２
億
円
と
な
る
見
込
み
で
あ
る

な
ど
、
極
め
て
厳
し
い
状
況
と
な
っ
て

い
る
と
こ
ろ
で
す
。

　
本
年
度
当
初
予
算
に
つ
い
て
は
、
２

月
に
町
長
選
挙
が
実
施
さ
れ
て
間
も
な

い
こ
と
か
ら
、
行
政
運
営
の
基
本
的
な

経
費
や
継
続
事
業
を
中
心
と
し
た
骨
格

予
算
と
し
て
編
成
し
ま
し
た
。
新
規
事

業
を
は
じ
め
と
し
た
肉
付
け
予
算
に
つ

い
て
は
、
補
正
予
算
で
の
計
上
を
予
定

し
て
い
ま
す
。

主
な
用
語
の
説
明

地
方
交
付
税
▼
地
域
間
の
財
政
力
の
不
均
衡
を

調
整
し
、
ど
の
地
域
に
住
む
人
に
も
一
定
の
行

政
サ
ー
ビ
ス
が
提
供
で
き
る
よ
う
国
が
町
に
交

付
す
る
お
金
。

公
債
費
▼
町
が
借
り
入
れ
た
町
債
の
元
利
償
還

金
お
よ
び
一
時
借
入
金
利
子
の
合
算
額
。

町
債
▼
公
共
事
業
な
ど
の
財
源
と
し
て
国
や
銀

行
か
ら
借
り
る
お
金
。

国・道
支
出
金
▼
町
特
定
の
目
的
の
た
め
に
国
、

道
か
ら
交
付
さ
れ
る
お
金
。

繰
出
金
▼
一
般
会
計
と
特
別
会
計
、
ま
た
は
特

別
会
計
相
互
間
に
お
い
て
支
出
さ
れ
る
経
費
。

特
別
会
計
▼
特
別
の
事
情・必
要
に
基
づ
い
て
、

一
般
会
計
か
ら
切
り
離
し
て
経
理
す
る
会
計
。

【歳入】
・地方交付税のうち、普通交付税の交付見込み額は 16 億
6522 万円（前年度決定額比 6.3％減）。
・町債のうち、臨時財政対策債は 8810 万円（前年度決定
額比 19.2％減）と試算。

特別会計

※資本的収入額の不足額は、減債積立金および過年度損益勘定留
保資金で補てんする

会計名 当初予算額

国民健康保険事業 6 億 5412 万円

後期高齢者医療保険事業 7447 万円

公共下水道事業 1 億 3629 万円

農業集落排水施設整備事業 2141 万円

介護保険事業
（介護サービス事業勘定含む） 4 億 9333 万円

水道事業会計

収益的収入 1 億 4096 万円
収益的支出 1 億 3749 万円
資本的収入※ 558 万円
資本的支出 4377 万円

【歳出】
・普通建設事業費は骨格予算であることから緊急性の高
い事業のみ計上。
　→国営土地改良事業償還金など。
・公債費は前年度当初比で 1 億 766 万円減。
・平成 30 年度末の公債費残高は約 41 億 1359 千万円。
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　　　■労働・商工費 7913 万円

知内町新規高卒者等雇用奨励助成 150 万円

こもれび温泉管理運営業務委託 2300 万円

しりうち観光推進機構運営助成事業 1100 万円

地域おこし協力隊事業 300 万円

　　　■土木費 2 億 2972 万円

下水道事業特別会計繰出金 1 億 1700 万円

町道等除排雪関係経費 5200 万円

町道きらく 8 号線改良舗装工事 2200 万円

公営住宅共用部 LED 化事業 700 万円

浄化槽設置整備事業 700 万円

　　　■消防費 2 億 2076 万円

渡島西部広域事務組合負担金 2 億 1600 万円

　　　うち消火栓更新工事 500 万円

　　　■教育費 3 億 8886 万円

学校給食支援事業 1900 万円

知内高校バス通学生徒交通費助成事業 1500 万円

特別支援教育支援事業 1200 万円

文化スポーツ振興助成事業 1000 万円

スポーツセンター駐車場整備工事 500 万円

　　　■災害復旧費 11 万円

　　　■公債費 6 億 7202 万円

　　　■職員等給与費 7 億 8786 万円

　　　■予備費 300 万円

　　　■議会費 4324 万円

　　　■総務費 3 億 4756 万円

買い物交流エリア環境整備事業 5800 万円

ふるさと納税推進事業
（教育振興基金積立分 8 百万円含む） 3000 万円

買い物利便性向上対策事業 1800 万円

事務用パソコン更新事業 1400 万円

空家等対策推進事業 900 万円

　　　■民生費 5 億 5190 万円

障害者介護給付・訓練給付事業 1 億 800 万円

保育園委託事業 7600 万円

児童手当交付事業 4500 万円

子ども医療費助成事業 1700 万円

保育園給食費支援事業 200 万円

　　　■衛生費 2 億 1565 万円

清掃費
（一部事務組合負担金、麈芥収集委託） 1 億 4400 万円

予防接種事業 1400 万円

がん検診事業 1000 万円

　　　■農林水産業費 5 億 6945 万円

国営土地改良事業地元負担金償還事業 4 億 2800 万円

町有林整備事業（間伐等） 3400 万円

知内ダム管理費 2100 万円

ニラ共同調製包装施設利用助成事業 1900 万円

多面的機能支払交付金事業 1600 万円

平成 31 年度知内町予算

目的別歳出額と主な事業 ※各事業費は百万円未満四捨五入


